
－ ２２ －

中 間 貸 借 対 照 表

前事業年度の要約貸借対照表
（平成１４年２月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

１５．０

６１．９

３．３

１９．８

８５．０

１００．０

　

　

６，９２１

－

２８２

３０２

７，３２６

７８２

１，９３５

△　　 ３

　

１７．１

６０．１

３．２

１９．６

８２．９

１００．０

　

　

９，９７１

－

５９４

１４９

７，６３６

６６７

１，９６５

△　　 ３

　

１７．１

６０．６

３．３

１９．０

８２．９

１００．０

　

　

９，６８７

２

３０２

１４９

７，４６８

６９２

２，０５０

△　　 １

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

　１．  現 金 及 び 預 金

　２．  受 取 手 形

　３．  売 掛 金

　４．  有 価 証 券

　５．  た な 卸 資 産

　６．  繰 延 税 金 資 産

　７．  そ の 他

　　　 貸 倒 引 当 金

  流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １．  建 物

 ２．  土 地

 ３．  建 設 仮 勘 定

 ４．  そ の 他

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投資その他の資産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  長 期 貸 付 金

 ３．  繰 延 税 金 資 産

 ４．  差 入 保 証 金

 ５．  店舗賃借仮勘定

 ６．  そ の 他

   貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

１７，５４８

４０，７２５

２４，７５１

１，４９９

５，４２１

２０，９８２

４２，０２８

２４，６７８

１，１２３

５，８３３

２０，３５１

４０，２５７

２４，９５７

１，３５１

５，３５８

７２，３９７

３，９０６

３，７８２

５００

６３８

１５，７８２

８９

２，４１０

△　　 ６

７３，６６４

３，８４４

４，２５８

５００

－

１６，１６２

６１

３，１８０

△　　７９

７１，９２５

３，８６６

４，０９０

－

５４２

１５，６２３

１８９

２，０９１

△　　 ５

２３，１９７２４，０８４２２，５３１

９９，５０１１０１，５９２９８，３２２

１１７，０４９１２２，５７４１１８，６７４

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２３ －

前事業年度の要約貸借対照表
（平成１４年２月２０日現在）

前中間会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

当中間会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

３６．０

１６．５

５２．５

１２．１

１２．０

２４．４

△ ０．０

４８．５

△ １．０

４７．５

１００．０

　

　

９，１２７

１７，１６０

４，５８３

１，３２４

９，９２５

　

３７．６

１６．３

５３．９

１１．５

１１．５

２３．１

０．０

４６．１

－

４６．１

１００．０

　

　

１１，１０３

１９，２８０

４，６８２

５３１

１０，５３８

　

３７．１

１５．２

５２．３

１１．９

１１．８

２５．０

０．０

４８．７

△ １．０

４７．７

１００．０

　

　

１１，２８２

１７，６５０

３，９２０

９７９

１０，２４９

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

　１．  買 掛 金

　２．  短 期 借 入 金

　３．  １年以内返済予定長期借入金

　４．  未 払 法 人 税 等

　５．  そ の 他

  流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

　１．  長 期 借 入 金

　２．  繰 延 税 金 負 債

　３．  退 職 給 付 引 当 金

　４．役員退職慰労引当金

　５．  預 り 保 証 金

  固 定 負 債 合 計

 負 債 合 計

（資　本　の　部）

�  資 本 金

�  資 本 剰 余 金

　１．  資 本 準 備 金

  資 本 剰 余 金 合 計

�  利 益 剰 余 金

　１．  利 益 準 備 金

　２．  任 意 積 立 金

　３．中間（当期）未処分利益

  利 益 剰 余 金 合 計

�　その他有価証券評価差額金

�　 自 己 株 式

 資 本 合 計

 負 債 及 び 資 本 合 計

４２，１２２

８，１２１

－

３，２０３

２８３

７，６８５

４６，１３７

１０，１０８

７６

１，７２１

２７５

７，７７３

４４，０８１

６，８９９

－

３，３０２

２６０

７，５７１

１９，２９３１９，９５５１８，０３４

６１，４１５６６，０９２６２，１１５

　

１４，１１７

１４，０２７

　

１４，１１７

１４，０２７

　

１４，１１７

１４，０２７

１４，０２７

　

１，３１４

２２，９９１

４，３８４

１４，０２７

１，３１４

２２，９９１

３，９７５

１４，０２７

１，３１４

２２，９８７

５，３１３

２８，６９０

△ 　　２０

２８，２８２

５４

２９，６１５

３１

５６，８１５

△　１，１８１

５６，４８２

－

５７，７９２

△　１，２３３

５５，６３４５６，４８２５６，５５９

１１７，０４９１２２，５７４１１８，６７４

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２４ －

中 間 損 益 計 算 書

前事業年度の要約損益計算書
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

前 中 間 会 計 期 間
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

当 中 間 会 計 期 間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１００．０

７３．９

２６．１

２．８

２８．９

２６．４

２．５

０．４

０．４

２．５

０．０

２．１

０．４

１．０

△　０．８

０．２

〔２１３，３３８〕

２０７，６４０

１５３，４１４

１００．０

７４．３

２５．７

２．８

２８．５

２６．７

１．８

０．４

０．５

１．７

０．０

２．４

△　０．７

０．５

△　０．８

△　０．４

〔１０５，８１８〕

１０２，９８６

７６，５５５

１００．０

７３．７

２６．３

２．８

２９．１

２６．６

２．５

０．３

０．３

２．５

０．１

０．２

２．４

１．０

０．１

１．３

〔１０６，６１６〕

１０３，６８９

７６，４１０

　　〔 営 業 収 益 〕

�  売 上 高

�  売 上 原 価

  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入

  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費

  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益

　  受 取 利 息

　  受 取 配 当 金

　  そ の 他

�  営 業 外 費 用

　  支 払 利 息

　  そ の 他

　  経 常 利 益

�  特 別 利 益

　  固 定 資 産 売 却 益

　  そ の 他

�  特 別 損 失

　  固 定 資 産 除 却 損

　  そ の 他

  税引前中間（当期）純利益又は税引前中間純損失（△）
  法人税、住民税及び事業税

  法 人 税 等 調 整 額

  中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

  前 期 繰 越 利 益

  中 間 配 当 額

  中間（当期）未処分利益

５４，２２６

５，６９８

２６，４３１

２，８３１

２７，２７８

２，９２７

５９，９２４

５４，７２７

２９，２６２

２７，４５８

３０，２０６

２７，５６６

５，１９６

８５０

３８

１７

７９４

９１６

５４４

３７２

１，８０４

４４０

１３

１２

４１４

５０４

２８７

２１７

２，６３９

２５９

９

１０

２３９

３５３

２３８

１１５

５，１３０

７９

４２

３６

４，３９３

４３７

３，９５６

１，７４０

３０

８

２１

２，５４０

２１４

２，３２６

２，５４５

１９６

１４８

４７

２３６

１７７

５９

８１５

２，０５１

△１，５６５

△　７７０

５４３

△　７８９

２，５０４

９８８

１４８

３２９

４，４９９

４４４

△　５２３

４，４９９

－

１，３６７

３，９４６

－

４，３８４３，９７５５，３１３

（単位　百万円）

％ ％ ％



－ ２５ －

１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）　有価証券

　（イ）満期保有目的の債券　　　　　償却原価法

　（ロ）子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

　（ハ）その他有価証券

　　　　時価のあるもの　　　　　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

　（２）　たな卸資産

　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基

づく原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）　有形固定資産

　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法によっております。

（２）　無形固定資産及び長期前払費用

　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

（２）　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

（３）　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項



－ ２６ －

（追　加　情　報）

１．中間貸借対照表

　当中間会計期間より、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣

府令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１０号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本

剰余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しております。なお、資本準備金は資本剰余金に含

めて表示しております。また、前中間会計期間末及び前事業年度についても改正後の表示区分に組替え

ております。

２．自己株式

　前中間会計期間末まで資産の部に表示しておりました自己株式は、財務諸表等規則及び中間財務諸表

等規則の改正により、前事業年度より資本の控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

３．仕入割戻の計上

　従来、衣料品等の仕入先から仕入代金の決済方法の変更に伴って受ける仕入代金の割引については、

金融的収益（受取利息の性格）として営業外収益のその他（仕入割引）に計上しておりましたが、当中

間会計期間から仕入割戻に含め、仕入控除項目として売上原価に計上する方法に変更しております。

　この変更は、当中間会計期間から新しく割戻金管理システムを導入するに際し、取引条件の内容等を

見直した結果、金額の算定基準が仕入割戻と同様に仕入金額に対する一定率となっていること、また、

この算定基準から算出された金額が、近年における低金利の経済状況において、当初の性格である受取

利息の水準と大きく乖離していることから、仕入割戻に含めて処理をすることで、より適正な売上原価

を表示するために行なったものであります。

　この変更により、売上原価及び営業外収益はそれぞれ８０百万円、１０６百万円少なく計上され、この結果、

従来の方法によった場合と比較して、売上総利益及び営業利益は８０百万円増加し、経常利益及び税引前

中間純利益は２６百万円少なく計上されております。



－ ２７ －

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）
前事業年度末前中間会計期間末当中間会計期間末項　　　　　　　　　　　目

４９，８８３４８，３０５５１，８４９（１）　 有形固定資産の減価償却累計額

１１
２，７５３
３，２１２

２８
４２

１，２１４

１１
２，７５２
３，２７７

１３
９５

１，２３６

１１
２，６８３
３，１７５

１５
３９

１，１９７

（２） 担保資産及び担保されている債務
 （担保資産）
  現金及び預金（定期預金）
  建 物
  土 地
 （債　　務）
  支払手形及び買掛金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

５，８２９５，４６６５，８０４（３）　 保 証 債 務

　　　

５　
９２８　

４，５１４株
７６６，０００株

　　　（４）　 自 己 株 式
　　貸借対照表計上額
　　　　流動資産の「その他」
　　　　投資その他の資産の「その他」
　　株式の数
　　　　流動資産の「その他」
　　　　投資その他の資産の「その他」

（中間損益計算書関係）

（単位：百万円）
前事業年度前中間会計期間当中間会計期間項　　　　　　　　　　　目

１
３４
－

１
２０
－

１
１５
３０

（１）　特別利益「その他」の内訳
 貸 倒 引 当 金 戻 入 額
 賃 貸 契 約 解 約 金
 規定変更に伴う役員退職慰労引当金取崩額

２，７６６
６４１
３８５
８
８８
－

１，３８３
４５１
３８５
０
４６
－

－
１８
－
２３
３
１４

（２）　特別損失「その他」の主な内訳
 退職給付会計基準変更時差異
 投 資 有 価 証 券 評 価 損
 賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
 固 定 資 産 売 却 損
 賃 借 契 約 解 約 損
 関係会社清算による整理損



－ ２８ －

（リース取引関係）

前事業年度前中間会計期間当中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当
額

１　年　内 　　２，２３２百万円
１　年　超 　　４，２８２百万円
 合　計 　　６，５１５百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 ２，６３１百万円
  減価償却費相当額 ２，４３７百万円
  支払利息相当額 １８２百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額
　

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，３７５百万円
１　年　超 　　４，８１２百万円
 合　計 　　７，１８８百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，３３５百万円
  減価償却費相当額 １，２２９百万円
  支払利息相当額 ９５百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額
　

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，０６０百万円
１　年　超 　　４，０１６百万円
 合　計 　　６，０７７百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，２７５百万円
  減価償却費相当額 １，１８０百万円
  支払利息相当額 ７６百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法に
よっております。

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１３，０６８
 ７，１０２

（百万円）

１０，４４５
 ５，１２４

（百万円）

２，６２２
１，９７７

 ５，９６５ ５，３２０　６４５

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１３，２６１
 ６，８８１

（百万円）

１０，５８８
 ５，０４９

（百万円）

２，６７２
１，８３２

 ６，３７９ ５，５３９　８３９

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１４，０５０
 ７，１２６

（百万円）

１１，４９６
 ５，４９３

（百万円）

２，５５３
１，６３３

 ６，９２３ ６，００３　９２０

（有価証券関係）

当中間会計期間（自平成１４年２月２１日　至平成１４年８月２０日）、前中間会計期間（自平成１３年２月２１日 

至平成１３年８月２０日）及び前事業年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。



－ ２９ －

部 門 別 売 上 高

前 事 業 年 度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日前中間期

対比増減金額

前中間会計期間
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

当中間会計期間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

期　別　

　部　門
構成比金　額構成比金　額構成比金　額

６６．８

７．２

１５．６

９．３

０．０

１．１

１３８，８６０

１４，８７６

３２，３５８

１９，２９７

６３

２，１８４

１０３．１

９１．６

９７．１

９７．０

１０９．８

９６．４

２，１２６

△　６３１

△　４６６

△　２９１

３

△　 ３８

６６．７

７．３

１５．６

９．４

０．０

１．０

６８，６５４

７，４９０

１６，１０７

９，６３６

３２

１，０６５

６８．３

６．６

１５．１

９．０

０．０

１．０

７０，７８０

６，８５９

１５，６４０

９，３４５

３５

１，０２７

食 料 品

衣 料 品

住 居 関 連 用 品

テ ナ ン ト

商 品 供 給

そ の 他

１００．０２０７，６４０１００．７７０２１００．０１０２，９８６１００．０１０３，６８９合 計

％％％

（単位　百万円）

％


